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平成１８年１２月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年8月17日

上 場 会 社 名   応 用 地 質 株 式 会 社  上場取引所 東証 

コード番号   ９７５５ 

（ URL  http://www.oyo.co.jp ） 
本社所在都道府県  東京都 

代  表  者 役職名  取 締 役 社 長   氏 名    田 矢 盛 之  

問合せ先責任者 役職名  常務執行役員 経営企画本部長  氏 名    佐々木 和彦 TEL (03) 3234-0811 

中間決算取締役会開催日   平成18年8月17日 配当支払開始日   平成18年9月26日 

単元株制度採用の有無  有（１単元 100株）  

 

１．18年6月中間期の業績（平成18年1月1日 ～ 平成18年6月30日） 

(1)経営成績                                 （百万円未満切捨表示） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年6月中間期 15,587 3.9 1,352 △4.4 1,523 △7.8
17年6月中間期 15,005 △8.1 1,414 145.5 1,651 115.8

17年12月期 23,977 639 1,276 
 

   
中 間（当 期）純 利 益 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 

18年6月中間期 797 △8.3 26 94 
17年6月中間期 869 141.0 29 27 

17年12月期 497 16 80 

（注）①期中平均株式数  18年6月中間期 29,605,745株 17年6月中間期 29,706,486株 17年12月期  29,582,571株 
②会計処理の方法の変更     無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18年6月中間期 62,819  54,161 86.2  1,841 60 
17年6月中間期 63,367  55,568 87.7  1,881 69 

17年12月期 61,411  53,818 87.6  1,828 99 
 
(注)①期末発行済株式数 18年6月中間期 29,410,165株 17年6月中間期 29,531,183株 17年12月期  29,425,140株

  ②期末自己株式数 18年6月中間期  2,672,408株 17年6月中間期  2,551,390株 17年12月期   2,657,433株

２．18年12月期の業績予想（平成18年１月１日 ～ 平成18年12月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円  百万円  百万円 

通  期 24,900  1,150 450  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 15円30銭 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

  中間期末 期 末 年 間 

17年12月期 5.00 5.00 10.00 

18年12月期(実績) 5.00 ― 

18年12月期(予想) ― 5.00 10.00 

 
※ 上記の業績予想は、本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の

業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、
「平成１８年１２月期 中間決算短信（連結）」の添付資料６ページをご参照ください。 



 中間貸借対照表
            （単位：百万円）

 

区　　　　分
注記
番号

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

   （資 産 の 部）

 Ⅰ 流 動 資 産
現金及び預金 16,766 16,186 11,404
受取手形 ※4 522 585 459
調査未収金 2,084 2,231 4,405
売　　掛　　金 166 171 126
有価証券 3,832 2,908 2,811
未成調査支出金 3,303 3,260 5,549
その他のたな卸資産 671 656 675
短期貸付金 76 260 306
繰延税金資産 158 171 151
そ　　の　　他 1,054 1,060 1,461
貸倒引当金 △ 16 △ 26 △ 14

     流動資産合計 28,620 45.2 27,468 43.7 27,338 44.5

 Ⅱ 固 定 資 産
   1. 有形固定資産 ※1

建　　　　　物 5,137 4,943 5,040
土　　　　　地 5,023 5,010 5,023
そ　　の　　他 612 578 585

     有形固定資産合計 10,773 17.0 10,532 16.8 10,649 17.3

   2. 無形固定資産 380 0.6 286 0.5 334 0.6

   3. 投資その他の資産

投資有価証券 7,648 8,571 7,674
関係会社株式 11,536 11,762 11,526
長期貸付金 413 347 458
投資不動産 ※2 527 504 515
繰延税金資産 1,131 869 664
再評価に係る繰延税金資産 805 - -
そ　　の　　他 1,829 2,667 2,628
貸倒引当金 △ 283 △ 116 △ 334
投資損失引当金 △ 17 △ 73 △ 46

     投資その他の資産合計 23,592 37.2 24,532 39.0 23,088 37.6

   固定資産合計 34,746 54.8 35,350 56.3 34,072 55.5

　資   産   合   計 63,367 100.0 62,819 100.0 61,411 100.0

（平成18年６月30日）

前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

　（平成17年12月31日）

前中間会計期間末

（平成17年６月30日）

当中間会計期間末
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(単位：百万円）

区　　　　分
注記
番号

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

   （負 債 の 部）

 Ⅰ 流 動 負 債

調 査 未 払 金 860 958 1,393

買　　掛　　金 63 63 53

短期借入金 0 0 0

未払法人税等 926 791 584

未成調査受入金 1,317 1,408 601

賞与引当金 116 116 89

受注損失引当金 - 18 -

そ　　の　　他 828 1,063 776

     流動負債合計 4,112 6.5 4,420 7.1 3,499 5.7

 Ⅱ 固 定 負 債
長期借入金 2 2 2

退職給付引当金 3,657 3,444 3,290

役員退職慰労引当金 - - 67

再評価に係る繰延税金負債 - 708 712

その他 26 81 20

     固定負債合計 3,686 5.8 4,236 6.7 4,093 6.7

　　 負　 債　 合　 計 7,799 12.3 8,657 13.8 7,593 12.4

   （資 本 の 部）

 Ⅰ 資本金 16,174 25.5 - - 16,174 26.3

 Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 15,905 - 15,905

資本剰余金合計 15,905 25.1 - - 15,905 25.9

 Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 488 - 488

任意積立金 24,807 - 24,807

中間（当期）未処分利益 1,399 - 852

利益剰余金合計 26,694 42.1 - - 26,147 42.6

 Ⅳ 土地再評価差額金 △ 1,173 △ 1.9 - - △2,691 △ 4.4

 Ⅴ その他有価証券評価差額金 473 0.7 - - 956 1.6

 Ⅵ 自己株式 △ 2,506 △ 4.0 - - △2,674 △ 4.4

　　資　 本　 合　 計 55,568 87.7 - - 53,818 87.6

　　負債・資本合計 63,367 100.0 - - 61,411 100.0

（平成17年６月30日） （平成18年６月30日） 　（平成17年12月31日）

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表
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(単位：百万円）

区　　　　分
注記
番号

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

    （純 資 産 の 部）

Ⅰ 株主資本

資　 本　 金 - - 16,174 25.7 - -

資 本 剰 余 金

資本準備金 - 15,905 -

資本剰余金合計 - - 15,905 25.3 - -

利 益 剰 余 金

利益準備金 - 488 -

その他利益剰余金 - 26,264 -

　別途積立金 - 24,807 -

　繰越利益剰余金 - - 1,457 - -

利益剰余金合計 - 26,752 42.6 -

自  己  株  式 - △ 2,789 △4.4 -

株主資本合計 - - 56,043 89.2 - -

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 - 808 1.3 -

土地再評価差額金 - △ 2,690 △4.3 -

評価・換算差額等合計 - - △ 1,881 △3.0 - -

       純 資 産 合 計 - - 54,161 86.2 - -

負 債 純 資 産 合 計 - - 62,819 100.0 - -

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

（平成17年６月30日） （平成18年６月30日） 　（平成17年12月31日）
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　中間損益計算書
       （単位：百万円）

区　　分
注記
番号

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

％ ％ ％

 Ⅰ 売　上　高 15,005 100.0 15,587 100.0 23,977 100.0
       調査収入 14,418 14,950 22,907

       機器売上高 587 637 1,069

 Ⅱ 売　上　原　価 10,441 69.6 11,144 71.5 17,191 71.7
       完成調査原価 10,040 10,710 16,474

       機器売上原価 401 433 716

    売 上 総 利 益 4,564 30.4 4,442 28.5 6,786 28.3

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,149 20.9 3,090 19.8 6,146 25.6

 　 営業利益 1,414 9.4 1,352 8.7 639 2.7

 Ⅳ 営 業 外 収 益 298 2.0 227 1.5 704 2.9
受取利息 7 14 14
その他 ※1 291 213 690

 Ⅴ 営 業 外 費 用 62 0.4 57 0.4 67 0.3
支払利息 0 0 1
その他 ※2 61 56 66

 　 経　常  利  益 1,651 11.0 1,523 9.8 1,276 5.3

 Ⅵ 特　別　利　益 ※3 6 0.0 247 1.6 21 0.1

 Ⅶ 特　別　損　失 ※4．5 98 0.7 344 2.2 265 1.1

税引前中間（当期）純利益 1,558 10.4 1,426 9.2 1,032 4.3
法人税、住民税及び事業税 872 5.8 748 4.8 575 2.4
法人税等調整額 △ 183 △ 1.2 △ 119 △ 0.7 △ 40 △ 0.2

中間（当期）純利益 869 5.8 797 5.1 497 2.1

前期繰越利益 522 522
土地再評価差額金取崩額 25 25
自己株式処分差損 18 45
中間配当額 - 147
中間（当期）未処分利益 1,399 852

　至 平成17年12月31日）  　 至　平成18年 ６月 30日）

   （自　平成18年 １月　１日　   （自　平成17年 １月　１日　

  　 至　平成17年 ６月 30日）

前中間会計期間 当中間会計期間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

（自 平成17年 １月 １日　

- 5 -



　中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間　(自　平成18年 １月 １日  至　平成18年6月 30日)             （単位：百万円）

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高 16,174 15,905 15,905 488 24,807 852 26,147 △2,674 55,553

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △147 △ 147 △ 147

中間純利益 797 797 797

自己株式の取得 △426 △ 426

自己株式の処分 △44 △ 44 312 267

土地再評価差額金
取崩額

△1 △ 1 △ 1

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額(純額)

-

中間会計期間中の変動額
合計

- - - - - 605 605 △114 490

平成18年6月30日残高 16,174 15,905 15,905 488 24,807 1,457 26,752 △2,789 56,043

平成17年12月31日残高 956 △2,691 △1,734 53,818

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 147

中間純利益 797

自己株式の取得 △ 426

自己株式の処分 267

土地再評価差額金
取崩額

△ 1

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額(純額)

△147 1                   △ 146 △ 146

中間会計期間中の変動額
合計

△147 1                   △ 146 343

平成18年6月30日残高 808 △ 2,690 △1,881 54,161

株主資本

資本金 自己株式 株主資本合計利益剰余金
合計

資本剰余金
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金資本剰余金

純資産合計その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算差額
等合計

評価・換算差額等

- 6 -



 － 7 －

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算出） 

時価（市場価格）のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ 

時価法 

(3）たな卸資産 

製品（商品を含む） 総平均法による原価法 

原材料       総平均法による原価法 

未成調査支出金   個別法による原価法 

仕掛品       総平均法による原価法 

貯蔵品       最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（投資不動産を含む） 

 建物（建物附属設備は除く）については定額法によっておりますが、その他の有形固定資産につい

ては定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  ２～50年 

機械装置及び運搬具２～７年 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。 

(3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理することとしております。 

(4）投資損失引当金 

 子会社等の投資に係る損失に供えるため、当該子会社等の財政状態を勘案して必要額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 従来、役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成18年2月16日開催の取締役会において、平成18年3月29日開催の定時株主総会終結の

時をもって、年功的要素の強い役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、平成18年3月29日開催の
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定時株主総会において、退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件が承認可決されたことにより、

同日以降について引当金の計上を中止いたしました。 

この役員退職慰労金制度の廃止に伴い、当社の平成18年3月29日現在における役員退職慰労引当金残

高71百万円のうち、当中間会計期間に4百万円の目的取崩を実施し、残額66百万円については、当中間

会計期間末に未払金として固定負債の「その他」に計上しております。 

(6）受注損失引当金 

      受注契約に係る将来の損失に備えるため、進行中の業務のうち、当中間会計期間末時点で将来の損

失が確実に見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の損

失見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

     調査収入の計上は、原則として調査業務完了基準に基づいておりますが、工期が１年以上かつ受注金

額が１億円以上の調査業務については、進行基準に基づき計上しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債その他に含めて表示しております。 

(2)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益は12百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、土地の金額から直接控除しております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は54,161百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係）                                  （単位：百万円） 

項 目 
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 

前事業年度末 

（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 9,947 9,931 9,973 

※２．投資不動産の減価償却累計額 6 29 18 

 ３．偶発債務    

(1）下記の関係会社の銀行借入債務及

び仕入先からの仕入債務に対して債

務保証を行っております。 

   

東北ボーリング株式会社 120 100 100 

応用リソースマネージメント

株式会社 

11 12 15 

(2）下記の関係会社の契約に対し

て履行保証を行っております。 

   

OYOｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 119 165 162 

OYOｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 － 2 
（外貨額1,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ） 

2 
（外貨額1,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ）

※４．満期手形の処理 ――――――― ―――――――  期末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもっ

て決済処理をしておりま

す。従って、当期末日が金

融機関の休業日であった

ため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれてお

ります。 

 
     

受取手形 10
  

 
 

（中間損益計算書関係）                                （単位：百万円） 

項  目 

前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

※１．営業外収益その他の主要項目    

受取配当金 78 103 270 

為替差益 1 － 6 

通貨オプション取引益 73 － 73 

   賃貸用不動産収入 － 20 19 

※２．営業外費用その他の主要項目    

為替差損 － 0 － 

   賃貸用不動産原価 29 16 43 

    株式オプション評価損 16 － － 

   投資事業組合投資損失 － 33 11 

※３．特別利益の主要項目    

投資有価証券売却益 1 3 14 

貸倒引当金戻入益 5 244 5 

※４．特別損失の主要項目    

貸倒引当金繰入額 6 － 50 

関係会社株式評価損 － 204 14 

  減損処理に基づくもの

であります。 

減損処理に基づくもの

であります。 

固定資産除却損 42 17 14 
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 （単位：百万円） 

項  目 

前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

※５．減損損失 ――――――― 当中間会計期間におい

て、以下の資産について減

損損失を計上しておりま

す。 

――――――― 

 
 
 

 

 
  

 
場所 用途 種類 減損

損失 

練馬

区他

3件 

遊休

資産

土地 12 

  

 
 

 

 
  

   
当社は、継続的に収支の

把握を行っている管理会計

上の区分（事業別かつ事業

所別）にて事業用資産をグ

ルーピングしており、賃貸

資産及び事業の用に直接供

していない遊休資産につい

てはそれぞれの資産を単位

としております。 
 
事業用資産については減

損の兆候はありませんでし

たが、上記の資産について

は、遊休状態であり今後の

使用見込みも未確定なた

め、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該金額を

減損損失（12百万円）とし

て特別損失に計上しており

ます。 
 
なお、遊休資産の回収可

能価額は、正味売却価額に

より算定しており、直近の

路線価を基礎として評価し

ております。 

 

 ６．減価償却実施額    

有形固定資産 166 152 340 

無形固定資産 86 66 163 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 2,657,433 324,875 309,900 2,672,408

（変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次のとおりであります。 

    取締役会決議に基づく取得による増加     324,000株 

    単元未満株式の取得による増加          875株 

   減少数の内訳は、次のとおりであります。 

    ストックオプションの権利行使による減少   309,900株 

   

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 

（前中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式で時価（市場価格）のあるもの                       （単位：百万円） 

前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

 
中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 2,301 2,322 21 

合計 2,301 2,322 21 

 

（当中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式で時価（市場価格）のあるもの                       （単位：百万円） 

当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

 
中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 2,301 2,504 202 

合計 2,301 2,504 202 

 

（前事業年度） 

有価証券 

子会社株式で時価（市場価格）のあるもの                       （単位：百万円） 

前事業年度（平成17年12月31日） 

 
貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 2,301 2,587 285 

合計 2,301 2,587 285 

 



 － 12 －

 

（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日）

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

１株当たり純資産 1,881円69銭 1,841円60銭 1,828円99銭 

１株当たり中間（当期）
純利益 

29円27銭 26円94銭 16円80銭 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

28円92銭 26円68銭 16円62銭 

    

（注）１. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） － 54,161 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 54,161         － 

中間期末（期末）の普通株式の数（株） － 29,410,165 － 

   ２． １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 869 797 497 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

869 797 497 

期中平均株式数（株） 29,706,486 29,605,745 29,582,571 

    

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株）  353,370 291,430 335,611 

（うちストックオプション（自己株

式取得方式）） 
（   －） （4,601） （   －）

（うちストックオプション（新株予

約権方式）） 
（353,370）           (286,829）  (335,611)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要 

旧商法第210条ノ２の規

定に基づく自己株式方式

によるストックオプショ

ン。 

平成12年３月29日 

定時株主総会決議 

   337,500株 

―――――― 旧商法第210条ノ２の規

定に基づく自己株式方

式によるストックオプ

ション。 

平成12年３月29日 

定時株主総会決議 

328,500株 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 
 
 
 

  部門別受注高及び受注残高、部門別売上高明細表 

 

１．部門別受注高及び受注残高 

                                                                 （単位：百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）項  目 

受 注 高 受注残高 受 注 高 増減比 受注残高 増減比 受 注 高 受注残高

 調 査 部 門  12,578 12,791 11,067 △12.0％ 10,673 △16.6％ 22,832 14,555

 計測機器部門  603 164 870 44.1 346 110.5 1,034 113

計 13,182 12,956 11,937 △9.4 11,020 △14.9 23,867 14,669

 

 

２．部門別売上高明細表   

                         （単位：百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）項  目 

金 額 比 率 金 額 比 率 増減比 金 額 比 率 

 調 査 部 門  14,418 96.1％ 14,950 95.9％ 3.7％ 22,907 95.5％ 

 計測機器部門  587 3.9 637 4.1 8.4 1,069 4.5 

計 15,005 100.0 15,587 100.0 3.9 23,977    100.0 

 


